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1．研究の背景
1-1．食事サービスの重要性
大塚（2015）は「日本人の食事摂取基準（2015
年版）」に掲載された各栄養素の推定平均必要量
を満たす者の割合や、摂食量の加齢変化から、低
栄養の問題を説明している。そのなかで、高齢者
等、心身の機能が低下している人々にとって、そ
の健康を自力で維持していくことは、難しく、周
囲のサポートがなければ高齢者は徐々に、あるい
は急激な環境の変化によりエネルギー摂取量が減
り、栄養摂取量も減るため、低栄養に陥りやすく
なるとしている。また、食事は様々な生活習慣の
中でも基本的に一日 3回、生涯を通して永続的に
営まれるもので、他に類をみない生活習慣である
ことから、日々の食事を単なる栄養補給の場と捉
えるのではなく、より豊かにおいしく、充実させ
ることが、低栄養の予防、心身の健康増進に重要
であるとしている。このように、地域で高齢者が
増える中、この低栄養の問題は地域社会において
も重要な課題と言え、その食事をいかにサポート
していけるのか、食事サービスの意義は益々大き
くなっている。
1-2．配食サービスの多様性と制度上の問題
日本の配食サービスは実施形態については現
在、「営利企業が一般向けに一般市場で実施して
いるもの」、「高齢者等を対象に行政が営利企業に
委託し、補助するもの」、「行政が社協に委託し、
それをさらに社協が営利企業に委託し補助するも
の」、同様に、「住民活動として実施するものに委
託し、補助するもの」等、その実施主体、方法は
多様である。また、一つの事業のなかでも、制度
の枠内、つまり補助の対象となる場合と、そうで
ない場合が混在する場合もある。このような中で
本研究では、社会的保障を目的とするものを対象
としている。栗木（2001, 2006）は、食の社会的
保障として実施しているものは、心身の老化や障
害によるものと、貧困によるものとに大別できる
としている。前者は食事作りの機能を社会的に保
障する福祉サービスとしての食事サービス、後者
は公的年金や生活保護費等の経済的な保障のひと
つとして、ホームレスのための炊き出し等、経済
的側面をもった食事サービスであり、その両方が
社会には必要であるが、同時にこれらは区別する
必要があるとしている。また、これらの目的とは
違う文脈で、見守り、安否確認、地域住民同士の
つながりづくり等が目的に盛り込まれている場合
もある。また、実施方法においても、すべて手作
りする場合もあれば、一部または全部を業者に委
託し、配達のみ住民が行う場合等、回数も含め、
実に多様となっている。
社会的保障を目的とする食事サービスについ
て、制度面から見てみると厚生労働省により
2015年に出された介護保険制度の『介護予防・
日常生活支援総合事業のガイドライン』では、介
護予防・日常生活支援総合事業の介護予防・生活
支援サービス事業の中に栄養改善を目的とした配
食サービス位置付けたサービスをモデルとして示
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している。ここで着目すべきは、地域の実情に応
じたサービス内容を検討するよう求めているとい
うことである。つまり、モデルはあくまで例であ
り、その内容、あり方については各自治体に任さ
れているということである。それは、その地域、
地域においての現在の配食サービスを含めた食事
サービスの内容、あり方が実に多様であることか
らも、伺い知ることができる。しかし、同時にそ
の任意的な位置づけが多様性とあいまって、その
支援、配食サービスの充実を妨げてしまう可能性
があることも否めない。我々はこのことを肝に銘
じて、配食サービスを充実させていく必要があ
る。
また、久保（2012）は、配食サービスを介護保
険制度内のサービスとして位置付けるのみでは十
分ではなく、多様なサービスを一体的に提供して
いくことが求められ、その際には、単なる見守り
等にとどまるだけでなく、積極的なアウトリーチ
の視点が重要であること、さらに、個々の問題解
決に向けた支援だけでなく、生活の維持・継続を
支えることを想定したマネジメントの視点が求め
られることを指摘している。このように、高齢者
が住み慣れた地域で少しでも長く暮らし続けてい
くためには、生活の全体性を見据えた、包括的な
支援のなかで配食サービスを捉え、生活の維持・
継続をどう保障していくかが重要なカギとなる。
1-2．住民による配食サービスの意味
1-2-1．社会参加の場としての配食サービス
食事を作るという行為は、人間の日々の営みの
中で当たり前に行われる行為であることから、日
常生活の延長に近い感覚で参加しやすい。しかも
一口に食事作りと言っても、実は「①栄養の知
識、②献立作成、③調理、④配膳、⑤後片付けと
食品管理、⑥買い物その他」というように、多く
のプロセスに細分化できる（栗木，2006）。さら
に、配食サービスの場合は、そこに配達するとい
う行為が加わることになる。言い換えると、これ
だけのプロセスのそれぞれが、住民の社会参加の
場としての可能性をもっており、各々にあった社
会参加の場の提供に向いている活動と言える。特
に家事を担ってきた高齢者女性にとっては参加し
やすい活動と言える。
高齢者の地域での生活を実現していくために提
唱されている「地域包括ケアシステム」では、高
齢者の社会参加、生きがいづくりが重視されてい
る。しかしこれらは、高齢者だけのことではな
く、地域で発達障害や引きこもり、精神障害等、
様々な要因で社会参加に困難を抱える人々の参加
の場、社会貢献の場も同様に求められている。そ
ういう意味において、多様な人々の多様な参加の
形態を可能にする住民による配食サービスの意義
は大きい。
1-2-2．コミュニティ形成の場としての配食サー
ビス
小伊藤ら（2007）は、①設立の経緯：地域の人
の、地域のニーズを汲み取った上での自発的な発
意により設立されていること、②地域資源の活
用：設立、運営を行う上で、人材や施設設備など
地域資源を活用していることの両方を満たすもの
を「草の根型配食サービス」と定義づけ、その利
点として、東京都内の調査を通じて、①食材の質
や安全性の確保が重視されていること、②利用者
とのふれあいが重視され、利用者との信頼関係に
基づき配食の枠を超えた援助が行われているこ
と、③利用者同士、利用者とサービス供給者のネ
ットワーク及びサービス供給者と地域のネットワ
ークが形成されていることの 3点を導きだしてい
る。つまり、住民による配食サービスは、栄養バ
ランスの摂れた食事を提供することによる健康の
維持、増進という意味はもちろんであるが、さら
には配食を通じての、住民同士の見守り、安否確
認、住民同士のつながりづくりといった、地域組
織化に大きな役割を果たしている（牧里 1995）。
また、非営利団体のコミュニティビジネスとして
の配食サービスについて清水ら（2008）は、収益
性を問うのではなく、地域的・社会的に必要とさ
れ、コミュニティを形成するなかに位置付けられ
る事業であることの重要性を指摘している。
先に述べた介護保険制度の事業においても、配
食サービスと並んで、住民等による見守りがモデ
ルとして掲げられており、住民等による見守り支
援が高齢者の介護予防・生活支援にとって重要で
あることを示している。
このように、住民活動としての非営利の配食サ
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ービスは、コミュニティ形成のツールとしての意
義は大きいと言える。
1-3．住民活動としての配食サービスの課題と研
究の目的
このように日本の配食サービスは多様で社会的
意義も大きい。しかし、前に述べたように近年の
介護保険制度改革でも挙げられていることや、一
般企業の参入により、そのあり方の再検討を余儀
なくされている。
我が国には、介護保険制度や医療保険制度等、
安心して老後を過ごしていけるよう様々な保障制
度、サービスがある。しかしその恩恵は、離島や
中山間地のようにアクセスが悪い、高齢化が進ん
でいる、社会資源が乏しい等、都市と違う環境の
地域でも等しく保障されていると言えるであろう
か。そのような地域では、都市以上に自分達自身
で支え合いながら生活していくことを余儀なくさ
れているのではないだろうか。人は食事をしてい
かねば生命を維持することはできない。したがっ
て、このような地域では、住民同士の助け合いと
して非営利で行う配食サービスには、どのような
意味や特徴があり、課題を抱えているのか検討し
ていく必要がある。また、一口に住民による非営
利の活動と言っても、その実態は NPO 法人、任
意のグループ等、多様である。先行研究で紹介し
た小伊藤ら（2007）においても、設置や運営主体
等の形態についてはその多様性ゆえにそのことに
は論じず、包括的に利点のみ抽出している。その
他には、東京都や大阪府、大阪市の配食サービス
を調査したもの（松井，2004, 2011, 2012：石田，
2007）、全国の社協によるものに対象を絞ったも
の（立松ら 2004, 2006）や、東京都社協を対象に
したもの（東京都社会福祉協議会 2007）、さらに
地域再生の視点で配食に限らず多様な食事サービ
スの事例を検討したもの（加納ら 2007）等があ
る。しかし、いずれも、都市型であったり、行政
や社協の委託事業としての配食サービスを対象と
しており、社会資源の少なさや、住民による非営
利の活動に限定したものではない。また、中山間
地を対象にしたもの（栁澤ら 2006）もあるが、
広報活動への課題に対象を絞っている。以上のよ
うなことから、あらためて住民による非営利の配
食サービスについて再考する必要があるというこ
とができる。再考するにあたっては、先行研究か
ら、仮説 1「社会資源の少ない地域では、都市の
ような社会資源の多い地域よりも、配食サービス
は重要度を増すにも関わらず、その実施は住民に
よらねばならないため、困難な状況となっている
のではないか。そしてその課題にはどのようなも
のがあるのか」、仮説 2「同じ住民による非営利
活動であっても、組織形態によって特徴や課題が
違うのではないか。またそれぞれにはどのような
特徴や課題があるのか」という 2つの仮説を設定
することができる。
2．調査の方法
2-1．事例の選定と調査の方法
事例の選択にあたっては、住民による配食サー
ビスを実施している組織について、本調査では、
「社会資源の少ない地域」であることと、「組織形
態」それぞれの多様性を視野に選定する必要があ
る。前者については、離島、中山間地、過疎化等
多様な環境条件が考えられる。後者については、
本研究が指す、住民による非営利の配食サービス
は、大きく分けると、①地縁的な「地域活動」、
②法人化していないテーマ型の「ボランティアグ
ループ」、③「特定非営利活動法人（以降、NPO
法人）」等の法人化組織に分けることができる。
なお、実際には法人の種類も多様ではあるが、本
研究ではその代表的法人として NPO 法人を対象
とすることとした。
以上の枠組みをもとに、環境条件の多様性も視
野に入れながら、①地縁的な地域活動の事例とし
ては、中山間の過疎地域でありながらも、波瀬む
らづくり協議会を中心として平成 25年度「豊か
なむらづくり全国表彰 日本農林漁業振興会会長
賞受賞」を受賞するなど、地域活動を活発に展開
していることから、「松阪市波瀬地域 やまゆり
配食会」を選定した。また、②ボランティアグル
ープについては、予備調査ではあまりみられない
形態であるなか、高齢者の食事サービスの全国ネ
ットワークである「一般社団法人全国老人給食協
力会」の会員で、毎年実施される同会主催による
「全国食事サービス活動セミナー」で登壇するな
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ど、積極的に実践している「かめば塾 まちの台
所」を選定した。③NPO 法人については、各種
の助成金を獲得しながら離島で毎日、昼、夕毎食
の配食を無償で実施するなど先駆的な実践を展開
している「特定非営利活動法人いけま福祉支援セ
ンター」の 3事例を選定した。
いずれも 2015年 2月～3月に訪問し、フィー
ルドノートに記録するとともに、半構造化のイン
タビューガイドを作成し、代表者とメンバー、利
用者等にインタビューも行い、録音したものを逐
語録に起こした。また、①のやまゆり配食会につ
いては松阪市社協の事業でもあることから、後日
追加で同社協へのインタビューガイドを作成し、
半構造化による追加インタビューを電話で実施
し、フィールドノートに記録した。
以上のデータをもとに、まずは各事例ごとに、
ケーススタディを行い、データの中から重要と思
われた項目を抜き出してコード化して整理を行っ
た。その上で、先に述べた 2つの仮説について、
どのような課題が見えてくるのか、検討した。そ
の後、3つの事例をマトリックスに落とし込み、
同様に、全体として何が言えるのか、検討した。
また、その際の比較枠組みとして、先行研究か
ら、住民による非営利の配食サービスには、大き
くは、経済的問題、食事作りの保障、地域参加の
場、コミュニティ形成の 4つの機能を持ち合わせ
ていることから、各事例をこれら 4つの項目につ
いて座標軸で整理し、検討を試みた。
2-2．倫理的配慮
本研究は、事前に口頭及び書面にて、調査の趣
旨、方法、知り得た情報について、個人情報保護
の観点、及び不利益が生じない範囲で事業の内
容、組織名を学会論文等で公表する旨同意を得て
いる。
3．調査内容
3-1．小地域福祉活動：「松阪市波瀬地域 やまゆ
り配食会」（調査日 2015年 3月 16日）
松阪市社協飯高支部への電話によるヒヤリング
（2015年 11月 6日）
3-1-1．波瀬地域の概要
波瀬地域は、三重県松阪市西端、奈良県吉野村
と隣接し、周囲を 1,000 m 級の山々に囲まれた、
面積の 95％以上が山林の中山間地域である。旧
来、林業が盛んだったが、現在は衰退している。
全長約 13 km の国道を挟んで、山中も含め、大
きくは 3地区、更にそれらを分けると、11の小
さな集落がそれぞれ離れた位置に点在している。
また、山中のため坂道や曲がりくねった道が多い
ことから、集落ごとの行き来は、自動車やバイク
が必要となる。このような広範な地域に対し、総
戸数 302戸、人口 608人で、高齢者 375人（61.7
％）、年少人口 16人（0.26％）となっている。
（2013, 10現在『平成 27年度地域計画「波瀬みら
い物語」』）さらにその後の松阪市による調査では
2015年 4月現在で、人口 556人、65歳以上の高
齢者 357人、高齢化率は 64.2％となっており、
人口減少と高齢化は更に進んでいる。また、介護
保険認定者数は、82人で高齢者の内の約 23％と
なっている。現在、住民組織である波瀬むらづく
り協議会が中心となり、6つの部会を構成し、休
校中の小学校の活用も含め、様々な地域活動を展
開している。しかし、主要産業であった林業が衰
退し、小規模で米や茶葉等を作る農家は見られる
ものの、現在大きな産業は特にない。小学校の休
校に象徴されるとおり、高齢化や人口減少によ
り、今後村の機能を維持していくには多くの問題
を抱えている。
3-1-2．配食サービスの概要
波瀬地域の配食サービスは、社協事業として実
施しているため、社協登録のボランティアグルー
プとしての一面も持っているが、むらづくり協議
会の福祉部の取組として置付けられている。
対象は「おおむね 65歳以上で、疾病等の理由
により見守りが必要で、調理が困難なひとり暮ら
しの高齢者または高齢者のみの世帯の方」で、定
期的な訪問による安否確認や地域での見守りを行
い、栄養のバランスのとれた食事を提供すること
を目的として、利用者は食材費として 300円を自
己負担している。その他の調味料等は社協が負担
している。夕食用に 20食を月 1回、食中毒が懸
念される 7月、8月を除き、年 10回行っている。
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調理は、むらづくり協議会の事務所のある「飯高
地域振興局波瀬出張所（飯高林業総合センタ
ー）」の 2階の調理室で行っている。メンバーは
全て女性で 38人おり、波瀬地域を 6地区（美滝、
波瀬、落方、月出・桑原、加波、乙栗子）に分
け、各班 5～8名でローテーションを組んで行っ
ている。手作りを重視し、メッセージを書いたカ
ードを添えるなど、関係づくりにも工夫をしてい
る。食材は、社協指定のスーパーでメンバーが購
入することになっている。配達については、5人
の民生委員が各担当地域の対象者へ車で配達をし
ている。
3-1-3．抽出された内容
フィールドノートから抽出した内容は以下のよ
うにまとめることができる。
社協等、公的サポートの重要性
献立はボランティアが立てているが、そもそも
1食 300円という金額がかなり厳しい状況である
なか、社協指定のスーパーでの調達のため、「私
らがいくらこれしたいなと思って献立を立てて
も、ほうれん草がその時高かったら変えないとい
けない」こと、また周囲は畑がたくさんあり、採
れたものをおすそ分けする文化がまだまだ色濃く
残っている地域だけに、「大根でも白菜でも目の
前にいっぱいあっても…買ってきてせんならんっ
ていうのがやっぱりジレンマやな」というよう
に、ボランティアが最も困っているのは、献立、
食材の調達、経費のことであった。ところが、後
日社協に追加インタビューを実施したところ、特
にそのような規制があるわけではないことが分か
った。また、利用者の自己負担についても、その
地域特性に応じて 300円以上のものを作り、利用
者に上乗せ分を負担してもらう方法も、制度上は
問題ないとのことであった。
このことは、長年の活動のなかで、少なくとも
配食サービスについては、社協とグループの関係
が良い意味では問題なく実施されていたと言える
が、逆にルーチン化してしまっていたために、形
骸化してしまっていた可能性があり、それがボラ
ンティアの取り組み方へも影響を与えてしまうこ
とになっていた。
顔の見える関係だからのやりがいとニーズ
社協職員によれば、住居が点在するこの地域の
高齢者は孤立しがちで、彼らにとって配食サービ
スは、「たとえ月 1回であっても自宅まで来てく
れることがうれしく、心待ちにしている人も少な
くない」とのことであった。ボランティアにとっ
ても、「地域の人はその食事をすごく楽しみにし
てみえて待ってくれてるでな」、「電話してくる人
おった。おいしかったよーって」、「顔の見える人
が作ってくれる弁当っていうのがいいんやで。…
中略…あの人らが作ってくれたんやわっていう、
そういうんがいいんやと私は思います」というよ
うに、旧来のつながり、助け合いの文化を未だ色
濃くもつこの地域では、家庭の味を、第二の家族
ともいうべき地域の人達の手作りで食べることが
できることが食べる側にとって大きな喜びとなっ
ており、そのことがボランティアのやりがいにも
なっている。
点在する住居がもたらす孤立と非効率性
波瀬地域は、集落と集落の距離が離れており、
集落の中でも隣接して家が建っているとは限らな
い。実際に配達する際においても、配達を担当す
る民生委員は、自分の担当地域であっても車で配
達せねばならない距離で、配るのに自動車で 10
分以上かかる家もある。「関係濃いのは濃いけど
も、都会に比べると密接してないから、そういう
意味での孤独というか孤立感というか…。ぽつん
ぽつんやもん」と、都市とはまた違った意味で、
物理的に孤立しがちであり、孤独を感じやすいと
言える。また、サービスの展開を考えた時には非
常に非効率なものになってしまう。
対象と目的のジレンマ
この事業の対象は、調理が困難な人で、定期的
な訪問による安否確認や地域での見守りを行い、
栄養のバランスのとれた食事を提供することを目
的としているが、実際のサービスは、現在月 1回
に留まっている。このことについて、ボランティ
ア達は、「月に 1回やのに、そんな調理ができせ
んかったら他の日はどないしとんのって…」、「食
事作りが困難な人への支援ということは、日常的
な配食支援が必要やということでしょ？それに月
1回だけ栄養バランスのとれた食事を提供しても
…ねえ。」と、その目的と実態の矛盾について、
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疑問を呈していた。確かに、その目的のために
は、月 1回では頻度が少なすぎる。また、「例え
ば骨折したとか足が悪いとかいう人はこの基準に
達してなくてもさ、配食してあげたらいいと思
う。もうちょっと臨機応変に、柔軟に」「（自分
で）払ってでも（お弁当）欲しいって…もしいず
れ自分がそうなった時にね、そういうふうなルー
ルになってた方が助かる」と、将来、実態に即し
た柔軟な対応ができないか、まだカタチにはなっ
ていないものの、それぞれのところでは自分事と
して受け止めて課題を感じている。
担い手の高齢化（持続可能性と発展の難しさ）
病院、食堂、スーパー等の資源がほとんどない
こと、自動車での移動が必須であることなど、今
後、村の現状を考えると、食の社会的保障をどう
していくのかは大きな問題であり、この活動の対
象や頻度の拡大は重要性を増す。しかし実際に
は、前項の「対象と目的の矛盾」をたやすく解決
できるものではない。「実際に（弁当を）配って
いても、対象となっていない人で、必要だなと思
われる人が私らの地域にもいたりする」、や「（回
数を）もっと増やしてほしいという声もあるんで
す…でも今の状況ではなかなか無理で 1回にして
もらってます」、と対象や頻度を上げる等、充実
化を図りたい思いはあるものの、過疎と高齢化に
よる担い手不足の問題等により、現体制のままで
は、困難であるとのことであった。
さらに、「まだ、今の（対象となっている）高
齢者はいいと思うわ。まだ満足いく形でなくても
こういうサービスがあるんやから。でも私らが本
当に助けてもらわなあかん時代になったら、（い
つなってもおかしくないけど）、私らが、（助ける
ことができる）最後の世代やから、どうなるんや
ろと思うと、すごく悲しいし、不安です」と、自
分たち（ボランティア）がサービスを受ける側と
して必要となった時を考えると、このままの現状
では、充実化どころか将来にわたって継続してい
くことは困難と考えられ、何らかの打開策が必要
であることを実感している。そのようななかで、
将来は「みんなでお金持ちよって家を建てて、順
番に食事当番とか決めたりっていうのもええやろ
な。そうシェアハウス。」「地区でもな、もう公民
館で住んだらええやんなとか言うてな」というよ
うに、都市のように手助けが必要になってきた
人々が共同で暮らせる場の必要性を感じている。
3-2．ボランティアグループ：「コミュニティかめ
ば塾 まちの台所」（調査日 2015年 3月 25
日）
3-2-1．「コミュニティかめば塾 まちの台所」の
概要
熊本県天草市かめば町に拠点を構える「コミュ
ニティかめば塾 まちの台所（以下、まちの台
所）」は、前掲の事例のような、地縁組織的な地
域活動ではなく、コミュニティレストランと、配
食サービスを展開するテーマ型の任意のボランテ
ィアグループである。
「まちの台所」は、天草市の亀場地区にある。
天草市は、2006年に、本渡市・牛深市・有明町
・御所浦町・倉岳町・栖本町・新和町・五和町・
天草町・河浦町の 2市 8町が合併したもので、亀
場地域は、旧本渡市にあたる。熊本県南西部に位
置し、県庁所在地の熊本市からは、車で 2時間ほ
どを要し、天草上島と天草下島及び御所浦島など
で構成する天草諸島の中心部に位置している。天
草市の地形は、そのほとんどが山林で占められ、
急峻で平野部は少なく、河川沿いの平地部や海岸
線の河口部に市街地や農地が展開し、市街地を結
ぶように海岸線沿いに国・県道等が配置・整備さ
れている。温暖な気候を活かした農業や、豊かな
水産資源を活かした漁業を主な産業として発展し
てきた。また、南蛮文化やキリシタンの歴史など
の観光地としても知られている。
2010年の国勢調査によれば、亀場地区の人口
は約 4300人、高齢化率 19％で、世帯数は約
1700世帯となっている。そのうち約 1000世帯は
1人ないし 2人世帯で、65歳以上のみの世帯は約
300世帯あり、全世帯の約 17.5％となっている。
まちの台所は、2002年 10月～2005年 3月にか
けて、本渡市まちづくり支援事業補助金を受け
て、活動拠点を亀場町公民館（現．亀場地区コミ
ュニティセンター）として「女性にもできるまち
づくり」をテーマに勉強会や、まちの台所プレオ
ープンの自主事業を実施し、2003年 5月に正式
に結成された。配食サービスは 2004年 7月より
月 1回から開始し、メンバーの旧自宅を拠点に
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2010年 11月よりコミュニティレストランを開始
した。メンバーは 14人（全て女性）で、平均年
齢約 70歳となっている。①子どもから高齢者ま
で、町のみんなが気軽に立ち寄り交流するスペー
スづくり、②食事づくりが困難な人への食の提供
と安否確認を兼ねた配食サービス、③スタッフの
生きがいづくりの場、の 3つを目標に掲げ、地域
の福祉活動の拠点として、ともに支え合い安心し
て暮らせる地域社会づくりを目指して活動してい
る。
3-2-2．配食サービスの概要
コミュニティレストラン（会食の場）を毎週火
・木・土曜日午前 11時～14時で開き、日替わり
ランチ（コーヒー付）600円で 15食分提供して
いる。配食サービスは、日替わりランチと同じ料
理を弁当箱に詰め、昼食を 500円（おかずのみの
場合は 400円）で約 40食を配達している。
安心安全で自分たちが食べたいと思えるものを
という思いから、地産地消、手作りにこだわり活
動していることもあり、県の農業関連部署との関
係を構築するなど、活動維持のために、公的な組
織、部署と積極的にかかわっている。
NPO 法人格の取得については設立当初から検
討はしたが、高齢者の生きがいとしての活動でも
あることや、男性優位の文化のなか、女性ばかり
のグループのため、「女が何をするんだ」と女性
の社会的な活動に対する地域社会の理解の問題な
どもあり、法人化は負担が大きいと判断し、任意
団体のままで現在に至っている。地縁組織ではな
いため、地域の組織との関係づくりが必要であっ
たが、地域活動に設立当初から積極的に関わって
きたことから、近年は少しずつではあるが、地域
組織には理解や協力を得られるようになってき
た。
社協や行政の補助金はないことから、特に対象
やエリアにこだわりはなく、限定していないの
で、PR の意味もあり、一般の事業所等も含め、
いろいろな場所に自動車で可能な範囲で配達を行
っている。
3-2-3．抽出された内容
フィールドノートから抽出した内容は以下のよ
うにまとめることができる。
地域の拠点にしていきたい
レストラン利用者にお話しを伺ったところ、
「老人のねえ、コミュニティっていうようにみん
なと集まって会話するとかいう場所がないんだよ
ね。だからね食事を介してね。・・・」と、拠点
の必要性を述べていた。これは高齢者だけとは限
らず、友達同士で食事に来ていた若い母親と乳児
についてメンバーは、「いつもは食事中にゆっく
り食べられるようにね、抱っこしてあげたりす
る」とのことで、若い世代においても、ゆっくり
憩える拠点の意義は大きいと言える。今後は、待
っているだけでなく、もっと住民同士がつながり
づくりができるしかけをしていき、配食だけでな
く、地域の人々の認知を高めてもっと多くの人に
コミュニティレストランにきてもらい、人々が交
流できるコミュニティの拠点としての場を充実さ
せていきたいと考えている。
担い手の高齢化～継続性と凝集性のジレンマ～
メンバーが結成当初より自分や家族の病気の為
などで人数が減ったうえに、高齢化もしてきてお
り、休みたくても休めない状況にあり、このまま
では、活動を継続させていくことは難しい。した
がって、若い世代の参加を得たいところではある
が、「若手がいないという悩みもあるけど、この
メンバーで続けたいっていう思いもあって、ちょ
っとうらはらというかね」と、そもそも楽しい仲
間として同世代の高齢者が集まり結成している任
意団体なので、凝集性が高く、新規メンバーが増
えることへの不安もぬぐえないことから、そこに
エネルギーを割くことがなかなかできないという
矛盾を抱えている。
社協等の公的なサポートの必要性
「社協ともっとね、交流できるようになったら
どうにか（活動の継続、発展）がなるんじゃない
かと思うんですよ。配達を（別の）ボランティア
さんにお願いするとか」
事業の受託や支援など、社協や行政など公的機
関や組織との関係性を積極的に求めることで、継
続性や活動の安定、発展につなげたいという思い
はあるが、なかなか実現ができていない。特に社
協との関係をつくることで事業受託等ができれば
と思うが、実現できていないのが現状である。こ
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れには、法人格を取得していないことも一因であ
ると考えられる。
ニーズの掘り起し
制度外で実施していることもあり、一般の事業
所等、福祉的な必要性のみを重視せずに対応して
いるが、今後はもっと本当に必要な人へ届けるこ
とができるよう、開拓していく必要もある。しか
し、「この人達には、弁当をとってもらえるだろ
うなっていう人達がいくらかいるんです。だけど
田舎だから人の目が気になるのか、ご飯の用意も
できんのかっていう…だから近所の人はほとんど
お店には立ち寄られません。だから知らないとこ
ろの人が来るんです」「ご主人が理解あるところ
は二つとる人もいるのに」というように、お弁当
を取ることは女性、家族にとって好ましくないと
いうような思いをもつ人も未だ多くおり、地域の
文化、風習が広げるにあたっての障壁にもなって
いる。
3-3. NPO 法人：「NPO 法人いけま福祉支援セン
ター」（調査日 2015年 3月 2日）
3-3-1．池間島の概要
沖縄本島から南西 300 km の位置に宮古島があ
り、池間島はその宮古島から北西 1.3 km に位置
し、宮古島とは、池間大橋（1992年開通）で結
ばれている。面積 2.83 km2で、島の中央部には
「イーヌブー」と呼ばれる池間湿原が広がり、島
の北東 5～15 km には日本で最大級規模のサンゴ
礁で天然記念物の「八重干瀬（やびじ）」が広が
っている。かつてはカツオの一本釣り漁で興隆を
極めたが、現在は衰退し、特にこれといった産業
はない。沖縄本島や宮古島とも違う文化、風習、
方言をもち、自らを池間民族、海洋民族と称し
て、独自のアイデンティティを大切にしている。
集落は島の南西部分に集中しており、世帯数は
407世帯、人口 714人、高齢化率は 42％となっ
ている（インタビューでの聞き取りによる）。郵
便局、消防署（派出所）はあるが、派出所、診療
所はない。その他雑貨屋が 1件あり、訪問介護は
宮古島から橋を渡って通ってくる。幼小中学校と
して 1校のみあり、同法人の機関紙「すまだてぃ
だより」第 26号によれば、2015年度は幼稚園 3
人、小学校 22人、中学校 14人で計 39人となっ
ている。
3-3-2．NPO 法人いけま福祉支援センターの概要
NPO 法人いけま福祉支援センターは、「地域の
高齢者や障害者、子ども達に対し、日常的な生活
支援、介護支援、子育て支援等に関する事業を行
い、誰もが住み慣れたところで、家族と一緒に仲
間や子ども達と触れ合いながら、いきいきと暮ら
せる環境づくりに貢献すること」を目的とする組
織である。発起人であり、現在も中心的存在であ
る二人は、島出身だが、現在、自宅は橋を渡った
宮古島で、毎日車で通ってきている。
島では島民全体が親戚のように常に助け合いな
がら暮らしていた。その自分達を愛し育んでくれ
た高齢者達から言われた「お前たちみんな島を捨
てていく」、「なぜ島を捨てたのか」という声に対
し、「結」の仲間達と相談し、2002年に食事会を
することから始めた。そこでわかったことは、子
や孫達が島を離れていくことや、身体機能が衰
え、診療所もなくなり、いずれ島を離れねばなら
なくなる不安、逆に取り残される不安や寂しさで
あった。「島の外に出るということは、見知らぬ
土地で死ぬということ」を意味するのである。そ
こで 60歳以上の全島民へ「こんなこといいなぁ、
あったらいいなぁ」と題したアンケート調査を実
施し、島の高齢者の切実な声を聞いた。このこと
が原動力となり、2004年 NPO 法人化し、2006
年には、「たとえ動けなくても・寝たきりになっ
ても生まれた島がいい。最期の旅立ちは、住み慣
れた自分の家の畳の上から」という島民の想いを
実現するために、島唯一の介護事業所として、小
規模多機能型居宅介護事業所「きゅ～ぬふから
舎」を立ち上げた。これまで 45人が利用し 8人
の在宅看取りも実現している。
このようななかで、高齢者を島の最大の資源と
捉え、高齢者家庭での県外の子ども達を有償で宿
泊させる民泊事業を実施したり、池間島暮らしツ
ーリズム協議会を設立し、暮らし・産業の基盤で
ある自然環境との持続可能な関係性の構築を目指
して、島の高齢者から子供たち、島外から島を訪
れる修学旅行生を巻き込んだワークショップや池
間湿原の再生計画づくり、耕作放棄地再生の取り
組み等を実施している。また、島おこし事業（す
『Human Welfare』第 8巻第 1号 2016
84
まだてぃ（＝島おこし））として、自治会や漁協、
老人クラブや郷友会など島内と連携して、池間島
を元気にしていくため「いけま島おこしの会」を
設立し、活動している。また、近年は島の子ども
の存在の重要性と保育の必要性から、学童保育も
実施している。これら事業を、介護保険等福祉の
関係を「暮らし担当」、島の文化や自然の問題等、
島をいかに残していくかを「島残し担当」、民泊
等、島を元気にしていくことを「島おこし担当」
として分類・分担して事業を行っている。この分
類でわかるように、「島のためになることなら、
何でもすべてひっくるめて」展開することを旨と
している。
3-2-3．配食サービスの概要
島では、仕事がなくなり年金も少ない中で、子
どもと離れて暮らす多くの高齢者の中には、自分
で食事を作ることはおろか三食食べることができ
ず、低栄養から体力や筋力が低下していく人も少
なくない。このような人達へ配食を行うことで、
住み慣れた自分の家での生活を少しでもながく保
障してくことを目的としている。
公的制度ではなく、独自事業であるために決め
られた枠組みがないことから、対象は島民であれ
ば年齢や家族の有無等は特に限定はせず、希望が
あれば誰にでも無料で配食を行っている。頻度は
昼食と夕食の一日二食を土、日、祝祭日関係なく
毎日配食している。小規模多機能での食事と一緒
に、1回あたり約 30食をつくり、そのうちの 10
食を配食している。特に専用の容器を使用するの
ではなく、小規模多機能の利用者が食する状況と
ほぼ同じような状態で、トレーの上にラップをし
た食器を自動車（バンの後方部）に乗せて、配っ
ている。
品数や内容に凝ることよりも、小規模多機能の
食事作りとリンクさせることで効率を上げ、サー
ビスを維持し、昼、晩、365日保障することを重
視している。加えて、単なる見守りだけでなく、
必要な人へは、食事を摂り始めるまでの補助的な
サポート（ベッドから食卓前への移動、箸の準
備、お椀の蓋の取り外し、薬の準備等）も合わせ
て実施している。
3-2-4．抽出された内容
フィールドノートから抽出した内容は以下のよ
うにまとめることができる。
文化・風土とともにあること
池間島には独自の文化、風土が根付いている。
これらを大切にし、時には強みとして実践はして
いるが、逆に新しいことへの適応が難しくなった
り軋轢が起きるなど、活動が難しくなることもあ
る。
わざわざでない助け合い
島では、「住民の助け合い」の意識は当たり前
の文化として未だに強く残っていることもあり、
島民全体が家族的な意識がある。他人事というよ
り、自分事という意識が強く、わざわざ「ボラン
ティア」をするという意識があまりない。小規模
多機能のデイサービスを行っている場にも住民
は、利用者であるなしにかかわらず、自由に出入
りしている。
雇用創出の場
わざわざボランティアとして動く意識がなく、
あたりまえに助け合ってはいるが、実際に食事を
配達をしているのは法人の有給職員でそのこと
が、配達時の細やかなサポートを可能にしている
面もある。他の事業も含め、法人が雇用創出の場
にもなっていると言える。
行政・社協等の公的なサポートの必要性
「ど素人の主婦の集まり」が発端だったことか
ら、特に立ち上げの際には、手続き上の多くの困
難にぶつかり、今日があるとのことであった。行
政や社協と良好な関係を結び、関係を密にしてい
くことで事業の充実化を図っていくことが望まれ
る。
島まるごとの生活の全体性と食の保障
池間島では、利用者の中には、日中一人でベッ
ドで長く過ごしている一人暮らしの高齢者も何人
か見受けられた。そういう人達に対し、「配食を
すれば少しでも介護を受けずにすむ」、「一日でも
長くこの島で幸せに生活できるようにしたい」と
いう思いから、配食を行っている。したがって、
その目的が第一優先であるために、食事の献立に
ついても、「立派なものをやろう（作ろう）とは
思ってない」さらには、配食時にちょっとしたサ
ポートをすることで、「そしたら『私は介護を受
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けていない』っていう誇りを持って暮らせるんで
すよ。」と、島で少しでも長く尊厳をもって幸せ
に暮らしてほしいという思いが実践に表れてい
る。このように、池間島では、配食による食事の
保障とそれに付随する小さなサポートが大きな意
義を持っている。またそれは、「私達は、（配食
は）この暮らしの一部なので、配食だけで捉える
ことはこの島ではできません」と言うことばに象
徴されるように、島の高齢者の生活の全体像を見
据えた島まるごとの「生活の全体性」を考えてお
り、配食サービスだけを捉えても、その人を本当
に支援していくことはできない。だからこそ、島
まるごとを抱えた多様な実践を組織として行って
いると言える。
さらに、将来的には「地域通貨」等も視野に入
れつつある。地域通貨は、それを動かすダイナミ
ックなしくみと、使用する人と場が必要となって
くるが、島内外のつながりの再構築に新たな展開
をもたらすと思われる。このように、島をまるご
と捉えた取組を今後も展開していくと思われる。
4．まとめと考察
4-1. 3つの事例の概要のまとめ
以上 3つの事例の概要をまとめると以下（表
1）のようになる。
表 1 各事例の概要
やまゆり配食会 かめば塾 まちの台所 いけま福祉支援センター
組織形態 地域活動（地縁型組織） ボランティアグループ NPO 法人
所在地 三重県松阪市飯高町 熊本県天草市亀場 沖縄県池間島
調査日 2015年 3月 16日 2015年 3月 24日 2015年 3月 2日
インタビュ
ー対象者
代表者及び班長 計 7人へのグル
ープインタビュー
代表者含むメンバー 5人へのグル
ープインタビュー
代表者、スタッフ計 3人へのイン
タビュー
対象エリア 飯高町内の旧波瀬地域
亀場地区とその周辺
（特に限定なし）
池間島内
人口、世
帯、高齢化
率等
人口約 600人、世帯数約 300世
帯、高齢化率約 62％、年少人口
約 0.25％、介護認定約 80人
人口約 4300人、約 1700世帯、高
齢化率 19％、65歳以上のみの世
帯 300世帯（17.5％）
人口約 700人、世帯数約 400世
帯、高齢化率約 42％
地域の特徴
・社会資源
等の状況
中山間地域、集落が点在
幼小中なし、診療所あり（曜日、
時間限定）、郵便局あり
女性による活動へのハードルあり
幼小中学校として 1校あり（約
40人在籍）
診療所なし、郵便局あり
メンバー状
況
中心年齢層 70歳代 中心年齢層 70歳代
職員 30～70歳代
理事 70歳代
目的・大切
にしている
こと
・見守り、安否確認、バランスの
とれた食事の提供
・地域のお年寄りに喜んでいただ
けること。
・手作りに心を込める。
・地域の交流
・安否確認
・メンバーの生きがいづくり
・地産地消
・少しでも長く島で安心して暮ら
せるようにしたい
・島のことならなんでも
制度との関
係
市→市社協委託→グループ委託
（300円／1食の補助）
制度枠外
（ごく一部のみ制度枠内）
制度枠外
対象（制度
内容）
食事作り困難で、65歳以上高齢
者のみの世帯
特に限定せず 島民なら誰でも可
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4-2．各事例の機能別特徴
図 1は、3事例の機能の特徴を、経済的保障、
食事作りの保障、地域参加の場、コミュニティ形
成（見守り、安否確認、つながりづくり）の軸で
見たときを 0～3（0：まったくない、1：少しあ
る、2：まあまあある、3：とてもある）の 4件法
で整理したものである。
やまゆり配食会は、地域参加の場としては、新
しい人材を排除するものではないが、既存の地縁
組織的な活動であることから、誰でもが参加でき
るという姿勢を積極的に打ち出しているわけでは
ない。しかし、見守り、安否確認、つながりづく
りというコミュニティ形成においては、地域の高
齢者にとって大きな意味をもっている。食事作り
の保障や経済的保障については、住民活動の延長
線上の活動であることから、頻度や、その経費に
も限界があるため難しい。
まちの台所は、オープン性が既存のメンバーの
意思によるところが大きく、NPO ほどのオープ
ン性が保障されないので、設立後も地域参加の場
としての機能が拡大するか否かは一概には言えな
いものの、それ自身が高齢者の生きがいとしての
グループとしての意味合いが強いことから、組織
自体が地域参加の場として立ち上がったというこ
ともできるため、地域参加の場としての機能は高
い。しかし、地縁的な組織とのつながりや、地域
住民、行政等との承認された関係でないところか
らのスタートであり、任意のグループに過ぎない
ことから、コミュニティ形成については、地域活
動や、NPO に比べて、若干弱くなる。頻度や自
己負担額から、経済的保障についてはできている
わけではないが、食事づくりの保障についてはや
まゆり配食会よりは若干高くなる。
いけま福祉支援センターは島民の生活をまるご
と支援していこうとしていることから、全ての機
能が高く、なかでも特に年金暮らしの高齢者が多
いことから無償で提供するなど、経済的問題につ
いての食の保障が他にない特徴となっている。こ
れは、NPO ゆえのミッション性の強さや組織だ
った運営、住民や公的機関からの信頼の厚さによ
るものと言える。もちろん、全くの外部の住民の
みで組織された NPO の場合は、住民からの信頼
については、それを得るまでに時間がかかる可能
性はあるが、組織形態としての信頼、承認は任意
のグループよりは得やすい。
各機能は強みと言い換えることもできる。以上
のことから、組織形態別に配食サービスの機能
（強み）を検討した場合には、地域活動では経済
的問題、食事作りの保障には弱いが、コミュニテ
ィ形成には強い。また、地域参加の場としての機
能も果たすことができる。ボランティアグループ
では、地域参加の場としての大きな強みを発揮す
るが、経済的保障、食事作りの保障には弱い。し
かし、コミュニティ形成の場としての機能は果た
すことはできる。これらに対して、NPO は、地
域参加の場、コミュニティ形成、経済的問題、食
方法
やまゆり配食会が食材調達、調
理。地域の拠点である林業センタ
ーの調理室で調理。地域ごとに 6
班に分け、ローテーションを組ん
でいる。配達は 5人の民生委員が
自分の担当地域を自動車で配達
コミュニティ・レストランをして
いる拠点があり、そこで提供する
ものと同じものを弁当箱に詰め
て、自動車で提供
小規模多機能の施設内の調理室で
職員が調理し、配達も全て職員。
トレーに置き、自動車（バン）に
並べ運ぶ。各戸へ上がり、薬、移
動等サポート。
金額、頻
度、食数等
300円、月 1回、夕 20食 500円、週 3回、昼、40食 無料、毎日、昼、夕、各 10食
主な抽出さ
れた内容
・社協等公的サポートの重要性
・顔の見える関係だからのやりが
いとニーズ
・点在する住居がもたらす孤立と
非効率性
・対象と目的のジレンマ
・担い手の高齢化（持続可能性と
発展の難しさ）
・地域の拠点にしていきたい
・担い手の高齢化（継続性と凝集
性のジレンマ）
・社協等公的なサポートの必要性
・ニーズの掘り起し
・文化・風土とともにあること
・わざわざでない助け合い
・雇用創出の場
・行政・社協等の公的なサポート
の必要性
・島まるごとの生活の全体性と食
の保障
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事作りの保障のいずれにおいても強みをもってい
る。
4-3．考察 ～3つの事例が問いかけるもの～
4-3-1．社会資源が乏しい地域は生命保障と直結
している
いけま福祉支援センターは、NPO としてコミ
ュニティの再生を目指し、島民のあらゆる福祉ニ
ーズに対応すべく活動を展開している。特に食事
サービスについては、高齢者ができるだけ長く地
域で生活していくためには、食の問題は第一の課
題である。毎日食べなければ人間は即死にいたっ
てしまう。つまり食の問題は生命維持と直結して
いる。社会資源が乏しい場合の配食サービスは、
まさに地域生活の保障と、命の保障をミッション
としている。毎日にこだわり続けるのはその切羽
詰まった状態の結果と言える。
一方、都市では、買い物に行くことができさえ
すれば、あるいは車の運転ができさえすれば、食
の確保はできる。また、まちの台所のように、い
くらかでもコンビニ、スーパー、が点在し、企業
も参入可能な地域では、命の保障ということよ
り、つながりづくりを目的としたコミュニティレ
ストランや、企業との差別化を意識し、地産地消
や国産、手作りにこだわるなど、住民同士が同じ
地域でより良く生きていくための活動が色濃くな
る。
先に述べた通り、食の社会的保障としての配食
サービスには、福祉的側面の食事サービスと、経
済的側面の食事サービスの 2つに大別でき、さら
に、食の社会的保障は、健康の維持・増進、見守
り、安否確認、住民同士のつながりづくりといっ
たコミュニティ形成に大きくかかわる。
4-3-2．旧来の地域活動の限界と NPO 的動きの必
要性
中山間地域の限界集落では、地域活動として実
施していることから、配る人材と作る人材を分け
ることで、労力を分担しあう工夫が見られた。い
けま福祉支援センターのように、毎日ということ
は実現できていないが、顔の見える関係作りを行
っている。しかし、今後は、食の問題について、
いけま福祉支援センターのように、手厚く取り組
んでいく必要性があることが認識されている。そ
の場合、現在のような地域活動のレベルでの実施
は、担い手である活動者自身の高齢化も進んでお
り、困難である。担い手の不足や高齢化は、コミ
ュニティかめば塾、波瀬地域の両方に大きな課題
となっているが、どちらも組織だった NPO 活動
というよりも、地域活動としてのボランティアグ
ループ活動であるという点で同じである。一つの
地域といいながらも、そのエリアは広く、配食先
の住宅は点在しているため、配食にかかる労力も
大きく、社会的孤立を生みやすい状況でもある。
都市と違い、お互いどこに誰が住んでいるのかは
把握はしているものの、高齢になると自ら他と交
わっていくエネルギーが乏しくなり、受け身のコ
ミュニケーションに変化してくる。そうなると、
安否確認や積極的なつながりづくりが重要とな
る。したがって、地域活動としての配食サービス
には、NPO 的なダイナミックな動きが必要とな
り、担い手が絶対的に不足している現状において
は、時には外部の力も視野に入れ、多様な雇用創
出も含めた検討が必要となってくる。
4-3-3．地域への愛着、住民の理解の必要性
地方は、地縁、血縁の関係を中心としたコミュ
ニティが強いが、そこには独自の文化・風習が都
市に比べてまだ色濃く残る。地方によっては、
NPO 的な新たな外部要因について、あるいは男
性中心社会で女性がその活動に主体となって関わ
っていくことについて、受け入れられにくい側面
がある。また、福祉的なサービスを受けることに
ついても、特に女性が本来家庭ですべきことだと
考える世代にとっては、本人自身が抵抗感をもっ
ていたり、世間体を気にするなど、地域によって
は、解決しづらいソフト面での課題が大きい。そ
図 1 各事例の機能別特徴
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のような課題については、福祉教育・福祉学習の
視点で長期的展望をもって活動を広げていく必要
がある。
4-3-4．生活の全体性を鑑みた包括的な取り組み
での配食サービスの必要性
まちの台所では、テーマ型で食事サービスに特
化して実践を行っているが、その継続性を担保す
ることが最大の課題となっている。これには、メ
ンバーの相当の努力と周囲のサポートが必要にな
り、周りをいかに巻き込んでいくことができるか
がカギとなる。ただし、この巻き込みも、配食サ
ービスだけに特化した取り組では、人材不足、高
齢化の中、非常に効率が悪く、負担も大きい。こ
れに対し、いけま福祉支援センターが、小規模多
機能をベースにしながら、地域の課題については
何もかもひっくるめて活動を展開しているよう
に、縦割りや個別に動くことでもれてしまいがち
なサービスを効率的に提供することが必要であ
る。特に命の保障としての配食サービスを担保し
ようとするときには、有効な方法となる。波瀬で
語られた将来のグループホームへの夢のように、
複合的に包括的に生活の全体性を鑑みた取り組が
配食サービスを展開していく上でも重要となる。
4-3-5．顔の見える関係づくりと規模の問題
先に述べた NPO 的な動きや包括的な取り組み
を、より展開しやすくするためには、人口規模、
組織規模、エリアの規模等も大きな要素となる。
例えば、人口規模が 2万、3万といった大規模に
なると、行政や他人がやってくれることという認
識が多くを占め、自分事とはなりにくい。今回ど
のヒヤリング先でも、住民同士の顔の見える関係
を目指していたり、顔の見える関係だからこそ食
べたいと思ったり、おいしいと感じたり、ありが
たいと思えたりするという声があがっていた。逆
に、だからこそ、活動する側もやりがいを感じ、
この人を支援したいと思えるのである。まちの台
所においても、体力的に厳しい状況を訴えながら
も、その関係性の中から生まれるやりがいの充実
感が、活動を現在も維持できている原動力となっ
ているようであった。また、池間島においても、
小さな島で自分達が世話になった高齢者との関係
だからこそ自分事として捉えることができ、それ
が続ける方のモチベーションにもなっている。
このように、顔の見える関係をつくっていくこ
とを重視するのであれば、規模についても、企業
のように大量につくることで利益を上げることよ
りも、効率は悪くても、小さな単位で、顔の見え
る関係で「おすそわけ」のような感覚で、家庭的
な食事を作れる範囲の小規模な活動や拠点である
ことの方が望まれるということになる。しかし、
先に述べたとおり、配食サービスは、根本的に小
さな規模では効率性を求めることは難しい。現実
には継続性や質を担保していくためにはある程度
の規模も必要になるといったジレンマを抱えるこ
ととなる。したがって、それには前項で述べたよ
うに組織としての地域への多様で包括的な取り組
みを行いながらも、組織として志を大切にし、
様々な形でサポートを得ながらあり方を常に問う
姿勢が求められる。
4-3-6．社協の存在の意味
いずれの地域においても、社協との関係が見え
隠れしていが、共通するのは、その関係をより密
にし、より大きなサポートを得ることへの期待で
あった。それが実現できれば、新たな発展の可能
性も広がる。しかし、ここで留意すべきは、それ
に依存するあまり、対象や金額、方法等の枠が限
定されてしまうなど、本来の自由な活動が阻害さ
れる可能性を孕んでいるということである。もち
ろん社協は行政と同じではない。しかし、公共的
な意味合いが強く、サービスの委託費として社協
に行政の資金（税金）が流れ、それが投入される
ことになれば、なおさらその可能性は高くなる。
そのジレンマと対峙しながら協働の道を探ってい
くことがお互いに求められる。
4-4．まとめにかえて
配食は、引きこもりがちになり、自ら孤立しよ
うとする住民とつながることができ、参加しやす
いため、住民同士の地域組織化、住民活動として
取り組む意義は大きい。ここで留意すべきは、食
の社会的保障を命の保障と捉えた場合、本来行政
サービスとして行われるべきものであることも忘
れてはならないということである。しかし、一方
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で行政サービスの充実は、住民同士の助け合いの
つながりを希薄化、分断させてしまう側面を持っ
ている。したがって、住民活動としてとりくむ配
食サービスは、公的なサポートのあり方や関係性
が重要となる。
地域性や組織形態の多様性により、それぞれの
特徴、課題は複雑に絡み合ってくる。したがっ
て、これらの地域では、本研究で提示した経済的
保障、食事づくりの保障、地域参加の場、コミュ
ニティ形成の各軸での整理を行うなどして優先順
位を明確にし、どのような配食サービスを望むの
かを明確にした上で、それぞれの地域組織に合わ
せた展開を丁寧に見極め、サポートしていく必要
がある。
本研究では、3つの組織について取り上げただ
けであるので、これらが一般化できるか否かにつ
いては、今後検討の余地がある。今後は他の事例
も含めて研究を試みていきたい。
本研究は、食事サービス研究会（代表 松井順
子）の共同研究の一部であり、筆者の分担研究と
して文科省科学技術人材育成補助金（女性研究者
研究活動支援事業）により実施したものである。
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Investigation of diversification and practical form of
non-profit meal delivery services conducted
through resident activities :
Consideration from 3 case studies
Yuko Iwamoto*
ABSTRACT
Meal support is an important service that helps the elderly continue to live as long as pos-
sible in their familiar home residence. The circumstances surrounding each meal service, in-
cluding the locality, environment, organizational structure, and administration methods are
various. Meal delivery services conducted by local residents have a variety of significances
with regards to regional communities. Specifically, the functions of such services can be cate-
gorized into four areas : economic security, meal security, community development, and
community participation. With regards to organizational structure, typically such services fall
into local action organizations, voluntary groups, and NPOs.
This study takes a closer look at Yamayuri Haishokukai, a local action organization (Haze,
Matsusaka City, Mie), Community Kamebajuku─Machi-no-Daidokoro, a voluntary group
(Amakusa City, Nagasaki), and Ikema Welfare Support Center, an NPO (Ikema Island, Oki-
nawa).
Through each of these three cases, this study, while focusing on the four categories of
function mentioned above, looks at the characteristics and issues for meal delivery services
conducted by residents in areas poor in social resources, such as mountain areas and remote
islands, as opposed to urban areas rich in social resources, as well as the features and chal-
lenges faced under the three organizational structures. The problems faced by meal delivery
services conducted by residents vary depending on the surrounding environment and the or-
ganizational structure. This study therefore concludes that after securing public support from
governmental entities and local social welfare councils, meal delivery services conducted by
residents must be further developed while taking into account the features of the organiza-
tional structure and responding to the local environment.
Key words : meal delivery service conducted by residents, social resources, organizational
structure
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